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利潤分配制度と労資関係

一一一イギリス独占移行期における労資関係変容のー側面

前 川嘉

I 企業別労資安定策の提起

(303) 主

剰余価値生産を基本内容とする資本制生産において，いうまでもなく，資本

は剰余価値量壱増大するために，あらゆる可能な方法によって賃労働に対する

支配，統轄を行なうものである。しかし，資本と賃労働の利害が基本的に敵対

関係にあるからといって，資本の賃労働支配の具体的諸方策において，すべて

抑制的方策が展開されるものではない。

資本の賃労働に対する抑制策が，賃金労働者の資本に対する反擦を生み，労

資聞の対立を強めて，そのため生産秩序の優乱を結果としt招くような事態が

生ずるとすれば，それは資本制生産の経済的効率が阻害されて，経済安定を著

しく脅かすことになれさらにその事態が進展するとすれば社会的危機を招か

ないともかぎらない。資木にとって賃労働の存在は前提であり，生産に不可欠

の要素であれば，資本は，いかにすぐれた経済性において賃労働壱統轄して，

生産秩序体制にくみいれるか，すなわち，必要とする労働力をいかに自由に，

そして安価且つ安定的に確保し，機能させるかが核心的な問題所在となるの賃

労働をめぐる生産労働秩序の安定的体制の確立はまさに資本制生産社会におい

て社会的，経済的安定発展の鍵といってよい。かくして生産労働秩序の安定確

保のために，労資の安定的関係壱保持する政策=労資安定策が， おおむね九

経済的あるいは政治的譲歩をもって図られることになる。

もとより資本の賃労働に対する具体的諸方策における抑制策と譲歩による安

定策との二側面は資本の側における資本蓄積の進行条件，労働者の側における

1) 労資安定策がつねに資本の労働者に対する譲歩策を内容にするとはかぎらなL、。抑匝策によっ

て安定を意同する場合もある@しかし一般依に労資安定策は前者と考えてよし、。
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抵抗の条件の相対的関係において，両者の比重壱変動しながら展開されたとは

いえ，労資安定策は資本制生産の発展に必要な政策であった。

産業資本期のはじめの段階で，可及的速かな資本蓄積壱意図する資本は，未だ

労働組合の組織，機能が未成熟であるため，賃労働壱恋意的に統轄することがで

き，いわゆる原生的労働関係によって剰余価値生産の累積拡充を強行して，実現

していったことは周知のところである。資本が賃金労働者を雇用する場合，団

結禁止法の撤廃によって漸く合法的に労働組合が生れた後におし、ても，誓約文

政策 (the documcnt policy)2) を採フたのは，優位的立場にある資本の賃労

働に対する恋意的支配の形態とみられよう。しかしとの段階においても，譲歩

にもとづく労資安定が考えられなかったのではない。団結禁止法によっておよ

そ労働者の組織化が抑圧されていたときでも，労働者の自主的な友愛組織につ

いては資本は黙許したし，労働者の抵抗を防止する意図から団結禁止法をも撤

廃にふみきり汽また33年工場法をはじめとする工場諸立法の改正')に譲歩する

など，の諸政策がみられた。しかし，このような譲歩の労資安定策が法制上，

部分的に行なわれたにしても，資本が賃労働に対してとる直接の組織的な安定

策は，争議時において一時的に行なわれたのは別にして，およそ展開されるこ

とはなくべ 資本の労働政策は明らかに労働者の抵抗を防止するための抑制策

2) 封働者に対し組合からはなれているとし寸文書 (document) に誓約の署名を求める政競で，
本来全国大連合 (Gra.ndNatioual Consolidatcd Trade Union) を破壊する目的から用し、ら
れた (AllenFlanders and H. A. Clegg (ed.) ， The System of Jnd削 trzalR.elations in 

&reat Brita間， p. 202)。
3) フヲソグス プνイス (FrancisPla.ce)が撤廃の目的に組合の合法化による普賢関係の安定，
争識の防止を考えていたのは周知のところである。

-4) 1833年。「工場における児童および少年の労働規制に関する法律J(An Act to regulate 
the Labour of Chi旧日位回dYoung I'ersons in MIlls and Factorieos)， 1844年の「士場法
改E法J(An Act to amend the Laws relating to Lab凹r)，1845年の「蛙染業の児童・少年
および婦人の労働を規律する法律J(An Act to regulate七he Labour of Childr凹， Young 

Persons， and Women ls Pnnt Works)， 1847年の「工場における少年および婦人の苦闘時聞
を制限する法律J(Au Acl to limit the Hours oi Labour of Young P肘 flonsand Fe皿 ales

in Factories)。
5) 雇主は労働対策のために組織をもって活動するというこ色は19世紅の中ほどまでは少なが丹たm

それもストライキなどの普働関係の不安定なときにのみ活動するものであった。たとえば the
General Coal M出 teH;' A1>50ciation in W田 t Yorkshire (1844年目争議時)， the Master 

Spinner Association at Preston (1846年の争議時) (Allen Flande四 and H. A. Clegg， 
ibid.， p. 202)。
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に基調があったことは否めない。この意味で資本は労働者に対し，すくれて優

位的立場で臨んでいたのである。

資本にとっても労資安定が重要な政策課題として考えねばならなくなったの

は，労働者が組織的に抵抗機能をもつようになった段階，すなわち全国的基礎

で職能別組合が組織的に確立し，機能号行使するようになった段階〈産業資本

確立期〉においてである。周知のとおり，当時の生産技術段階では，生産力の

主要な直接担当者は熟練工であってz資本の労働需要も当然熟練工を中心とす

るものであった。この熟練，技能にもとづく労働需供条件によって，熟練工は

職業独占と供給制限を意図して職能別組合壱確立したのである。職能別組合の

組織・機能によって， 熟練工は直接乃至間接的に他の労働諸階層(徒弟ならび

に非熟練労働者)を支配体制のもとに統轄しているためにぺ 資本が生産力の中

心となる熟練工をはじめ労働諸力を調達，確保し，機能させる，いわば総体的

な生産労働体制をととのえるためには，職能別組合の存在を無視することは許

されなかった。土いうよりも，むしろ生産発展のためには，制限を付した範囲で

職能別組合と協議し，組合員の協力を得るという道をえらぷ必要があった。した

がって，友愛組合法 (FriendlySocieties Act~ 1855年)から1871年の労働組

合法 (TradeUnion Act) ならびに75年の共謀罪及財産保護法 (Conspiracy

and Protection of Property Act)に至る一連の組合社会政策')となってあ

らわれ職能別組合の権利を容認し，限定したものといえそれを対象とする団体

交渉をもつようになっていった。それ故，資本が意図した労資関係の安定は，

熟練工を対象に，すなわち職能別組合との間で考慮されたものであり，この意

味において，いうまでもなく労資安定策は個別企業に関係のない横断性におい

て考えられたものといえよう。

6) 拙稿「骨働組合の機能の展開と組合組織J (岸本英太郎編『労働組合の機能と組織』ミネルパ
書房，所収〉事照。

7) 労働者妨害法 (Mol田tationof Workmen Act， 1859年).ラッセル・ガ ネィ法 (Russell
Gurney's Act， 1868年).労働組合基企保護法 (TracleUnio出 FundsP:rotectron Act， 1869 
年〉。

8) Fifth and F問 alReport 01 the Royat Commiss'ion on Lauuur， Part 1， pp. 33， 34 
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資本格J生産の独占段階への移行は，賃労働に関しては，生産技術の変革にも

とついて労働過程も変わり，それとともに労働需要の変化をも伴う事態が生じ

た。周知のとおり，一般的に職種(廿ade)は職務 (job)に分解し，その職務の

編成を各個別企業は生産体制にもとづいて行なおうとした。と同時にそれに対

応する必要労働力の多くを，従来職能別組合からは排除され，したがつて何ら組

合の組織的規古制;Uの及んでい

うとした。か〈して，従来より比重を増して生産労働体制にくみこまれた非熟

練労働者は，資本の主主意的に設定する労働条件に対する抵抗，他方排他的な職

能別組合への反授から 3 独自にいわゆる新組合主義の運動壱展開しなければな

らなかヮた。戦闘的性格を特徴とす4新組合主義が，従来の職能別組合に影響

し，全体として労働組合の資本に対する抵抗姿勢を強めずには措かなかった。

かくして一般に雇用主の争くは次のような諸点を1870年前後の労働組合の傾向

として認識していため。すなわち

(1) 労働組合は経営細部に干渉，雇用者の業務を妨害する傾向がある。

(功労働組合は実態を誤認し，過度の要求によって資本の計画ならびに投資壱妨げる。

(3) 争議の範囲，規模は拡大の傾向にある。

(4) 強力な組合に属する労働者は，特に職長が組合員である場合，その勤務実態は悪

くなる傾向 L怠情，不注意乃至不従順)がある。

(5) 労働組合の行動は，賃金および労働時聞の一律性を実現しようとし，個別的労働

者の要求および利害を払拭する傾向がある。

(6) 労働組合は，その散正な規約にぶつて産業発展を妨げている。例えば徒弟的規制

によって労働力確保を阻害し，非組合員正共同作業を拒否することによって生産を

阻害する。

賃金ならびに労働諸条件の横断的規制を劃一的に実現してゆく方向をとりつ

つあった当時の労働組合の発展傾向は，独占移行段階の激しい資本間競合条件

のもとで，資本が個別企業毎k生産労働体制壱再編，強化しようとするのを著

しく阻害するものであって，かかる労働組合の傾向に対し，資本は新たな賃労
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働支配を，すなわち新たに労働秩序体制を編成し，労働統轄を強行することが

必要であった。それは労働者の横断的組織結集号分断し，賃金ならびに労働諸

条件に関する組合の横断的規制力を凋りくずすことにあって，すなわち，個別

企業単位で「労働と賃金」を縦断的に規制し，労働統轄壱行なう方向である。

約言すれば企業別労務管理体制の確立方向に他ならない。これは明らかに労働

組合と対抗関係に立つ方策である。それだけに，資本の個別企業単位での賃労

働に対する縦断的統輯は経済的譲歩を伴うことが必要であった。この観点から，

企業内で労資の共通利害に調和を見出そうとして，資本は企業内労資安定策を

提起することになった。かくして労資安定がかワての横断的なものから縦断的

なものへと形態変化して提起されることになったのである。そしてその主要な

具体策として利潤分配案 (Protit-sharing scheme)が提示されることになった。

E 辛IJ潤分配制度の導入

一ーザウス・メトロポリタンガス会社

利潤分配案はどのような過程で提起され，導入されていったのであろうか。

これについて初期の若干の事例?を見出すことが出来ょうが，著名なものは一般

に認められているようにサウス・メトロポリタン・ガ月会社 (theSouth Metro-

politan Ga~ Company) のケ スである。 したがってここでは， まずその事

実経過壱中心に導入の過程を明らかにしておきたい。

十ウス・メトロポリタン・ガス会社の利潤分配案は，労資の対抗関係が激化す

る慎れを前にして企業から提起され， 1889年12月 6日から1890年12月 5日に至

る，ほぽ2ヶ月間叫の緊張じた労資対抗(ストライキ〕を惹起したu したがって，

この導入過程は争議の展開過程でもある。

サウス・メトロポリタ γ・ガス会社の争議はドッグ争議とともに当時すでに注

9) 1865年，ノーマソトソ (NOTm;J，nton) のヘソり プリッグス会社 (HenryBriggs， Son & 

Co.)が利閏分配制度を採用し， 1866'年には， ミドルズフ占ロー (Middlesbrough)の製鉄業者，
フォックス ヘッド全社 (Fox，Head & Co.) が類似の制度を採用した (M. Dobb， Wages 
邦訳.103-10-4へ ジ参底的。

¥ .10)_ Reψoγt on the Strikes and Lock-outs 01 1889， by the Labour Correspondent to the 
Board of Trade， 1890， p. 43 
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目されていたものである。争議の原因が利潤分配制度の導入にあることが関心

の払われた主な理由であった。ドック労働者に先立って，すでに1889年 3月末

「全国ガスならびに一般労働者組合」に結集していたガ月労働者は，その年の

6月に従来の12時間 2交代制に代わる 8時間 3交代制を資本の譲歩によって獲

得した町。ガス労働者は労働条件の主要点の 1つを解決して労資聞に一応の安

定がみえていた。しかしガス労働者の運動の成果が，ドッグ労働者を刺戟し，い

わゆるロ Y ド:/.ドック争議の勃発となった。これを契機にして一般に非熱線

労働者の組合運動が拡大する傾向を示してきた。ガス会社において，労資聞に

一応の安定がみられていたものの"う その影響が波及して再び労働争議がひき

おこされる怖れを感じた会社は防止対策を考えねばならなかった。すなはちガ

月労働者が組合の機能を充実させるに先立って積極的に彼らを企業別管理体制

で統轄しようとした o とともに時間短縮の譲歩を取りもどすこと壱考えた。そ

れが. 1889年 11月 6日，サウス・メトロポリタン・ガス会社の会長名 (GeoTge

Livesey) によって提示された協定案となってあらわれた。その協定案の主要

点は次のようであった問。

(1) 会社のどこかの職場についた時から12ヶ月間，ずっと真面目に，正直に，且つ勤

勉に割り当てらえた事を行なう場合雇用契約を結ぶ。その12ヶ月聞は能力に適用さ

れる賃金車で会社に奉任することっ

(2) 職長の命令に従うこと。

(3) 労働時間は一部の職場の g時間 3交代制及び24時間制のもの号のぞいて，週日時

開制とすること。

μ) 会社は労働者に不利となる如何なる賃金の変更もしないこと。

(5) 従業員は別記の賃金によって恩恵を受けZ資格があること。

以上が提案の主要点であ zが，恩恵を受ける資格の規定は「労働者への告知」

(“ Notic.e to Workmen ウとして別記された。その概要を示-tl:l:f 役員は，

11) 拙著『イギリス労働組合主義の尭展Jl99-100ベージ害問。
12) Rep~rt on the Strikes and Lock-ouls of 1889， p. 11 

13) Ib~d. ， p. 11 
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会社の好況時，常用労働者〈火夫〉に対し利益を与えて労働者たちの信頼に応

える用意がある。具体的には年にボーナス，すなわち年々組合の一定割合の貨

幣額を支給する用意がある。その支給額は販売価格の減額E関連し，株主には

ガス L日日ofeet当り 1ベンスの販売価格の減額について，1"0/0の追加配当を，
15 

労働者には同じく 1，000feetの基準販売価格2γ リyグ8ベンスから減額1ベ

νスについて年賃金総額の 1%の割合で利潤分配を行なう，そして労働者に実

質的利益をただちにあたえるため，過去3ヶ年にわたって遡及試算し，第 1年

度 2%，第 2年度 3 0/0 ， 第 3 年度 3~も，従って総計 8%をさしあたり支給する。

その対象となるのは 3ヶ年間継続勤務した常用労務者であった。ところでこの

利潤分配による年次ボーナスは従業員の希望によっては社内貯蓄の方法をもえ

らぶことも出来，それは 4%の利率で会社に預託し会社はそれを運用資金とし

て運用すると云う制度である。その貯蓄について，預託した従業員は規定の年

齢制度内至勤務年限に達してはじめて元利金額を受取る資格が得られ，死亡以

外，最初の 5年聞は引き出すことができない というものであった叫。

この利潤分配案を会社が提示した時，すなわち11月は，いわゆるガス需要の

多い冬期に入っていて，多くの冬期臨時工が就業しており，火夫1，800名のうち

1，30口名は冬期の臨時工であって，提案の対象となっている常用工の比率は極め

て少なかった。利潤分配にその少数の常用工は受諾の意見を示し協定に入って

いったが，対象から除外されていた多くの臨時工は当然のことながらこの提案

に反摂した。このため会社は，冬期臨時工をも対象に含めることを考慮して11

月27日， 前記提案 (11月6日付)に若干の修正を施した修正案を再提示した。

この修正案に附加された「冬期労務者への告知」では「会社役員は協定のもと

で働〈帯用半には年々利潤の配分を受けとる権限を与えた。それ故，冬期労務

者をもほぼ同じ立場におかねばならなU、。」同という趣旨から，就業期間3ヶ月

14) Ibid.， p. 12 修正の主要点は.(1)契約締結の前提条件であった継続勤務期間 r12ヶ月」が空白
となヮた.(2一部労働者の 8時間3交代制を省し但利潤分配の 3年間遡及の計算そ第1年度 2
%.第2年度3弘吉宮3年疫 4%，計9%に改める であった。

15) lbid.， f入 13
1的 lbid.，p. 13 
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未満でない冬期労務者は，その期聞を就業して，勤務態度良好で退社するもの

にのみ賃金の 5%の額を支給する。そしてこの場合にあっても再び翌年の冬期

に就業する意志があれば，常用工と同じく 4%の利率で会社に預託できる制度

を設けるというものであった問。

しかし組合は，この計画案に反対を決定するとともに，すでに協定したもの

を凡ト破りとみて彼らとの共同作業を拒否し，彼らの解雇を要求した。この段

階では会社はし、ささかの譲歩をも考えず，むしろ組合に対抗するための準備に

没頭した。組合が正式の態度表明を行なったのはこのときである。組合は12月4

日の代表者会議で次のように決定し，これを翌日公表した。それは「ガ九労働

組合の組合員を代表する本会議の意見によれば， ボーナス案に署名した人々

一一一われわれは彼らを組合に対して月ト破りとみなす とー諸にわれわれを

強引に働かせようとするサウス・メトロポリタン・ガ不会社の行為は，不条理

であり不当なものであると非難されるべきであれそしてつぎのことが主張さ

れるべきである。すなわち，サウス・メトロポリタ γ ・ガス会社のすべての労

働者は，ボーナス案が廃棄され，上記の労働者が仕事から除かれるまで即刻本

告知壱送達し， そしてその写しが会社役員にも送られるべきである」町という

ものであった。そしてこれにもとづいて会社の提案を拒否する宣言がつぎのよ

うに発表されたのである。

われわれ，ガス労働組合の地方ストライキ委員会がサウう メトロポリタン・ガλ 会

社のボーナス案を拒否することになった理由を一般市民に示したいと思う一一

(1) われわれはそれが組合の精神そのものに反しているので拒否する。なぜかといえ

ば，その利益にあづかろうと思う常用工は，まず監督者の希望で何らかの労務を遂

行するため， 12ヶ月というものは拘束されざる壱えなL、からである。

(2) われわれは会社役員がボーナス案を考えついたのは，ただ労働者の合法的匪結壱

うちくだくためであったと考える。そしてその案の諸条件に同意したものは人員縮

小のときに優先権が与えられるとのことが明らかに述べられた。

(3) われわれは最初読んでみるとこの案が多くの利益を確保するようであるが，それ

17) lbid.. p. 13 
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にひきつけられたのはカーポ r部門で雇用されている1.800人のうち 10人を上廻ら

ず，残りのものは一様にその告知を送り返したことを指摘しよう。そしてその中に

は16年間以上当会社の従業負の場合もあった。

(4) われわれは，この案に早まって協定したものは，しばしばみられる勤務期聞がよ

〈示すように 12ヶ月聞の協定によって全く忠実に，十分会社に役立ちたいといっ

たと誠実なものであって，このことに抗議する。そしてわれわれは会社がボーナス

案と同額の賃金増額を申し出たのであれば労使に昔の善意がよみがえれ将来安定

したものになったであろうと断言する問。一一

かくして組合はこの宣言発表の翌日(12月6日)からストライキに入った。

ガス労働者の運動に対して，船員ならびに石炭運搬失が同情ストライキを行な

ったが，これらもガス会社の強固な意図を動かすだけの効果はなかった。当初

の2. 3週間こそストライキによってガλ 供給に支障を招くという事態が生じた

が，会社は莫大な費用をかけて代替の労働者を調達し，一応通常の作業状態に

復帰することに成功したo そのため組合としては無条件で 2ヶ月にわたる λ ト

ヲイキに終止符壱うたざるを得なかった(1890年 2月5日)問。

1889年，会社によって提案された利潤分配案は激しい労資対抗の過程を経た

にもかかわらず，遂に制度化されることになったが，その後どのように運用さ

れたのであるか。まずポ ナ 1 はどのような配分率の推移をもって支給された

第 l妻ボーナス分配率の推移 (1890-93年〕

年次 1 ガ ス 価 格 は記事ス
1890( 6月)I 2シリげ 3ベソス (1.000アィート当り) I 5明

91( " ，，) I 2シリソグ 3ペンス 11 " )1 引

92(1f ，，) I 2シリげ 5ぺ九 (平均1.000-;/ィート) I 3 " 

93(" ，，) I 2ジリソグドリ " I! )1 い

本 1893年のポ ナスの分配率は規定によれば3%となるがj 従業員の良好
な古賀輯丈態を考慮し亡会社は 4%と決定Lた。
Forwarded to the Commission by Mr. Livesey on October 17 th， 

工893，in F，月間dFinal Repurt 01恥 RuyalCumm山間山L“uu'u，r，
Part 1， 1894， p. 155， 

18) Ibid勺 p.14 
Hl) Ibid.， p. 13. 
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であろうか。 ガス量 1.0ωfeet......2γ リ;/78ベンスを基準販売価格とし，

販売価格の減額 lベンス当り年間賃金総額の 1%の割合でボーナスを支給する

規定であるが. 1890-1893年に至る聞の分配率はつぎのようであった。

この制度の運用と関連して，能率壱高めて作業壱遂行するため労使それぞれ

18名の委員からなる合同委員会が設置され，それが運蛍上の細部にワい C決定

した。このため，ポーナ見分配率. 1891年度の 5%が92年度の 3%に下落した

ときも労使聞に摩擦なしリプジィ会長(GeorgeLivesey)のヱ立委員会への報

告(1893年10月17日)も 14年間労使聞に何ら意見の不一致，分裂はなかった。不

平ならびに不信は防止されたし，相互の信頼と好意が結実した」町と状況判断

壱行なった。

5年間の試行期聞を経過した1894年，本制度は労使意見の一致をみて拡充の

方向で改訂されることになった。改訂はボーナス分配率の変更で，新旧率を比

較表示すればつぎのようである。

第2表 ボーナス分配率の新旧対比 (1894年)

カ日 ス 個 格 1ポナλ|年 ナλ
新率旧率

Y'~/'?， ベンス

2 B (1.000フィート当り) 。1f%JF 
。%

2 7 1 " 

2 6 3 .. 2 " 

2 5 
4士" 3 .. 

2 4 6 " 4 " 

2 3 7 ~ " 2 !J " 

2 2 9 .. 6 " 
2 1 10 11 7 " 
2 O 11 11 8 " 

Forwarded to the C，ommis51Oll by Mr. Livesey on April 25th， 1894 
in Fifth and FinaZ Report by the Royal Commiss~帥 on L叫 our，p. 156 

ただしこのボーナスの増加には，増加分の半額を現金にて支給，残り半額は

会社に預託(利率oも)するとU、う条件が付されていた。

20) Forwarded to the Commission by Mr. Livesey on October 17 th， 1893， in Fザ"tha旬5

Final Rゆort0/ the Royal Commiss~on on Labour. Part 1， p. 155 
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このようにサウ只・メトロポリタン・ガ式会社における利潤分配制度は漸次

労資関係の安定を企業内で実現していったが，これが影響して他のガス会社に

も波及し採用されはじめた。利潤分配制度叫の導入過程壱具体的に事実経過壱

中心にみたのであるが，労資はこれにどのような問題意識をもって臨んでいた

か，さらに検討を加える必要があろう。

E 利潤分配制度と資本の労資安定構想

利潤分配制度はサウス・メトロポリタン・ガス会社での場合で明らかなよう

に労資対抗が激化してゆく状況のもとで，企業のイエシァティプによって生産

労働秩序を再編するための企業内労資安定策として考えられたが，企業はどの

ような視点から，どのような安定構想をえがし、て利潤分配制度を考えていたの

であろうかu

利i閏分配制度の構想ともいうべきものは，サウス・メトロポリタ γ ・ガス会

社リブ-/-f会長が主Tr.委員会開 (1891-94年)に提出した「利潤分配に関する覚

書J23) によ〈表明されている。本来主立委員会は新組合の運動に当面して労資

関係の再調整を考える目的から調査委員会として設立されたものであるが， リ

ブジィによれば，委員会は労資関係の実態壱把握するための調査に終始するこ

となし労資関係の改善の方途を示すことが必要であり，それによってはじめ

て委員会の目的が達せられるという考え方をもってし、た刊。 この観点から労資

関係の改善，すなわち新たに労資の安定調和を実現する具体策として「利潤分

21) サウス メトロポリタン ガス全社の利潤分配制度を著参考にして導入したものに，冊えば th，
Crystal Palacc District Cas Companyがある。

22) 王立委員会 (theRoyal Commission on Labour， 1891-94年)は91年4月21日設立され，新
組合運動の急車な尭展に伴う骨骨争議の頗尭に対応して.(1)雇用者ならびに世用者の関係.(2)そ
の団結.(3)最近の争議で提起された労働条半 を調査する目的をもち.91年5月1日の館l問
委員会の情動から 3年間継続したD

23) リプシィ (George Livesey) は「利潤分配に関する覚書 (Memorandum)Jを1893竿9月2

日委員会に提出した。
24) Yプシイは覚書の冒頭で「委員会が労資関保iごついての諸問題で行なった調査は』その関保が

いかに改善されるかを示さないならば言委員会の目的に首長わなかフたでるろう」と論じた("Me皿

ora:ndu皿 byMr. G. Livesey on Profit-sharing '.， in Fzfth酬 dFi叩 1Report 0/ the Royal 
Comt出 ssionon L品 OUf，Part 1， Appendよ芯 1， p. 152)。
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配制度に関する覚書」を委員会に提出したのである。

覚書によれば，彼は利潤分配制度を企業の行なうべき積極的な労資安定策と

して提起するが，これには激化の傾向を示している労資対抗の現状認識，そし

て従来の労資安定策が効果において限界を示していることについての評価が基

礎にある。当時，新組合の飛躍的発展院によって労資対抗が鋭〈表面化してい

たことはあらためて論ずるまでもない。問題は，この厳しい労資対抗関係を法的

規制によって安定化する ιとがどの程度可能であったかという点にあった。こ

れについてリプγ ィは「法律制定は不正壱禁止 F志とはし、え，労資関係で友誼

感情や利吉の一致を促進するとしづ点ではむしろほとんどなすことを得9，反

対方向にすら役立つであろう」町と結論づけ，労資安定に関する法的規制の限

界は賃金雇用制度そのものに基因すると彼は考えた。すなわち，賃金雇用制度

の賃金労働者に左つては「雇主が繁栄してし、るかそれともその逆であるかはほ

とんど関係なしそのときの賃金を得ることが問題で，もし関係ありとすれば

非常に利潤があれば有利に闘いとることによって賃金増額を確保できること，

利潤が下がれば雇用を失う機会に立つということ」町にすぎないものである。し

たがって賃金労働者は仕事そのものに誇りと任務感 (senseof dutァ〉壱もつ

ものではあるが，経営業務に何ら責任をもっ立場ではない。仕事に対応する公

正な賃金を要求するだけでありて，ただこの要求から生産の効果や産業発展の

阻害条件をつくりだすことになる。したがって，賃金雇用制度においては法律

制定によって労資安定を期するといっても，それには限界がなければならない，

というのである。

このような考え方からリプ、/ィは賃金労働者が社会構成の一員として成長し

た現段階では新しい労資安定の理念が必要 Cあることを強調する。彼はこれを

つぎのように述ベる o r賃金雇用制度は長い間のノレーノレであったので，労資と

25) 新組合連劃の尭畏の中心期は1889-92年とみるのが至当と考える(拙薯『イギリス労働組合主
義の発展.ll107ページ;E. J. Hoh>:hawm. Labouyi仰 gM，州 pp.181-191車問。

26) Fifth 酎 dF¥叫 alRepo吋 ofthe Royat Commission on Labo叫 Part1， Appendix 1， p. 152 

27) Ibirl.. p. 152 
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もその欠点を是正する必要を知るのに緩慢であった。またその試み壱見出し，

適用するにはより一層緩量であった。しかし労資聞の友愛的協力が絶対に，ま

た緊急に必要だという証拠が多くあり，協力によって両者のエ不ノレギーは共同

利害と国民の一般的福祉壱促進 Fるために結びっくであろう」叫と。 それは企

業生産の場において労資の「協力関係」を確立するという考え方である。すな

わち，賃金労働者を資本の共働者と位置づけ，労資が友誼感情によって結びっ

くとともに，それが単に思想段階にとど主らず，労資を共通の利害立場におく

ため剰余手1I潤巷労資同意のもとで公iFに分配して経済的にも相互提携を実現し

ようとするものであった。

従来，労働争議にまでいたる労資の不一致の本質点は分配の方法ならびに機

構にあれそのため資本が労資安定を期して分配制度上の対策を講じたことも

あった。周知のとおり， i賃金を製品の市価に応じて定める原則」叫によって，

適用した見ヲイディ y!/・スケーノレの導入であるsへこれが採用された場合

の危険が導入時すでに労働者間で警告されていたが刊， 労働組合がその危険を

自覚して統一した抵抗を強めたのは1889年前後であった問。かくして九ライデ

ィング・スケーノレは労資安定の効果を期する賃金持1I度でなく，むしろ労資対抗

の 1つの重要な焦点となっていたのである。この点からも新たな労資安定の理

念を確立し，それに対応する賃金政策が資本にとって必要であった。

新たに労資の協力関係を窓図して宅えられた利潤分配制度は，企業の剰余利

i閏を労働者にも配分することによって，労働者の企業経営に対する責任を分担

させるものであった。労働者の企業経営に対する責任感は，この制度の運営と

28) Ibid.， p. 152 

29) Webb， Histo叩 01Trade Unionism， trI訳，土器， 323へージ。
30) スライデイング・スケールはダーリントンの北部イングランド製鉄業協議告が設立後(1865年)

これを採用し 1871年にノーサンパラシドおよびダラムの炭坑で， '1875年にはヨーグジャーの炭
坑でも実施され 主として炭坑および鉄鋼部門で普及した (G. D. H. Cole， A Short Hi叫"Y
01 British Working Class Movement，邦訳， Ir， 166-167ベジ審問)。

31) rロイド ジョ ゾズは1874年に賃金は市価によって律せられるべきだという原則が承認され，
実行され したがってまたおそらくは労働組合によって是認された場合の危険を労{曲者に警告し
ているJ (Webb， op. cit.，邦訳1 上巻 328ページ)。

32) 拙著『イギリス労働組合主義Jl206ベ γ参照。
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結びつけて年次作業計画についての定期的な労資協議会を設置する構想で，よ

り一層強められようとした。かくしてりブγ ィは，なによりも労働者の企業に

対する忠誠心 (loyalty) と企業内定着 (stability)を期待したのである。それ

は彼が制度の運営の上で社内貯金に類する老齢準備金制度をかみ合わせた乙と

に示される。すなわち労働者に支給する利l時分配金の 部は，老齢準備金とし

て一定の利子率によって企業に預託できる制度を加えたが，これは一種の企業

内福利制度であって，労働者の企業への忠誠心の高揚，および労働者の企業内

定着は企業内福利制度によって有効に実現ぎれるからである。

利潤分配制度によって，たとえ企業の労働者に対する分配が増大して，労務

費が増加するにせよ，労働者の忠誠心の高揚と定着化で，彼の表現を用うるなら

ば「元気のよい立派な仕事振り」町によってそれは十分償われるものと考えてい

た。その意味では利潤分配制度は決して企業の労働者に対する慈善 (philanth-

TOPY) から生れたものでなく， 企業利潤の上からも立派なピジネスとも考え

られていた問。ドップ (M.Dobb) も指摘しているように，この制度によって

「労働の強度と労働の生産性が増し，その結果，支払わなければならない分配

金よりも大きな程度に粗生産物が増すJS5
) ことが考えられていたのであれ そ

の意味で十分経済性にもとづいて提起されたものであった。

かくしてリプジィは「利潤分配制度は実質的に階級をわける区劃線を一掃し

て労資関係を健全にして満足な間柄に下るにちがし、なしそして両者にある原

因をとりのぞくことによって争議を防止する J36) と結論づけたのであった。

N 利潤分配制度と労働組合

利潤分配制度で，労資聞の共通利益を剰余利潤の公正な配分で実現しようと

し，そのために経営への労働者の参加の途をも考え，いわゆる労働者を企業経

間) F~fth 側d Pinal Ret01't 01幼，R円崎1Co例問問onon Labour， Part 1， p. 155 
34) lbid.， p. 155 
::l!"i) M田IlrlceDobb. Wages，邦訳 105ベ}ジ。

.%)“ Memoranduni by Mr. George Livesey on Profit-sbaring "， F:ザth酎 i Pinal Report 

。Ifthe Roya~ Commissio旬。“ Labour，Part 1， p. 155 
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営の協力者と位置づけるとしづ構想が，いかに企業によって強調されようとも，

労働組合はこの制度に対して疑惑をいだくにとどまらず，強い反携を示した。

サウス・メトロポリタ γ ・ガス会社での利潤分配制度の提案に際して，組合は

それは労働組合の精神そのものに反する性格のものと考えてこれに反対した。

一体組合が反対する問題点はどの点にあったか。

第 1の点は利潤分配制度が労働組合の団結を分断し，企業が組合の機能を包

摂してしまう己との問題である。ウェップもこの点をつぎのように論じている。

すなわち i真に寛大な利潤分配制度を有するところの，特に『慈悲深き』会

社に雇われている労働者は，彼らがすでに享有Lているボーナスその他の特権

争失わんこと壱おそれて，賃令値上運動のため衷心より他のものと提携する気

になれないであろう。しかも彼らが，これらの例外的特権を以て彼らの標準賃

金率に満足し超然たる態度を持している聞は，他所の労働者が賃金値上に対し

有効な主張をなすことは困難であるJa7
) とG

いうまでもなく労働組合は，団結を基礎にして，自律的に労働市場を統轄す

ることによって，対等的立場での団体交渉によって賃金ならびに労働条件を横

断的に規制するものである。とごろが利潤分配制度は労働者に個人的契約を承

諾させようとするものである。特定企業との個別的契約は本来労働組合が行な

おうとする団体契約とは明かに矛盾する叫。そして労働者を個別的契約によっ

て確保した企業は，契約内容からそれらの労働者を安定的に企業生産活動に順

厄，埋没させて，いわゆる個別的企業による労務管理体制の確立をすすめ，組

合の機能を吸収することになる。老齢準備金制度を結合することによってその

効果をより一層あげようとするものであった。

かくして，利潤分配制度が組合の組織，機能を弱化乃至破壊するというとこ

ろに問題所在の 1つがあったのである。

第 2の点は，利潤分配制度が賃金ならびに労働条件の上かち，果してし、かな

37) Webb， Democracy，邦苦t665ベジ。

:=18) Webb， Histo叩 0/Trade Uj山間Mm，邦訳下巻 47へジ。
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る影響を労働者に与えるか，これについての疑点であった。この制度によって，

企業は利潤と賃金の結合を労働者に意識させることができ，そのため労働能率

の増進も比較的容易に行なわれ，したがっで労働者にとっては「標準賃金率及

び他の条件が厳格に遵守されるのでなければ，彼らが『ポーナ九』または利潤

分配の方面で得るよりも遥かに多く賃金の方面で失う J3~) 倶れが十分にあった。

労働組合が早くからこの制度に反対した第2の問題はこの点にあった。

以上述べてきた 2つの点、からこの制度が労働組合の精神に反すると考えた組

合は拒否を基本的方針とした。確かに一般労働者もこれらの疑問巷この制度に

いだいていた。その烹味で基本方針はあやまりではなかった。しかしその反面

雇用に安定性を欠き，賃金の低さに悩む個々の労働者の中には利潤分配制度は

雇用安定め期待をいだかすものであり，現実に賃金のフaラスをもたらすと感じ

させるものでもあった。この利潤分配制度に対して労働者の聞に反応のちがい

があっただけに，組合は意志統ーの必要からも極めて早期に方針を決定し，行

動に移ることになった。この意味において利潤分配制度の導入の実現は，資本

の強固な政策意図もさることながら，組合員大衆の意志統一が十分行なわれな

かった段階で組合の行動方式(ストライキ)がすみやかに決定され遂行されたと

ころに組合の組織的危機が生れ叫， これが組合をしてその導入をみとめ争議を

終結ぜざるをえな 1なった条件でもあった。これにも十分考慮を払わなければ

ならないであろう。

結語

利j閏分配制度の行なわれる範囲は「第 1次大戦以来幾分増大したとはし、え，

あまり広いものではない。 1936年，こは. 26万の被用者をおおう 412の制度が実

施されていた。利潤分配金の額は，平均して労働者の賃金の5ーか、ーセ γ トで

39) Webb， Democ叩 'y，邦訳， 665ベージ。
40) 18g.2年10月10日，王立委員会で行なわれたサウスメトロポりタンガス会社の労働者(M田，h)

の証言は，はじめ組合に属してし、た披がλ トライキの決定を契強』こ組合を脱退した経過a そして
他の多〈の骨働者も i 当時a 世の考えつ町を否定しなかったことを口述している (Royal Com 
mission on Labour， Minutesザ Evidence，G刊“p “C"， Vol. III， 28. 146-28. 183. pp 
302-303)。
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あり，全部で利i閏総額の10パーセ γ トを超えることはまれである。この他，約

400の制度が種々の時期にはじめられたが，その後廃止された」町といわれるよ

うに，前近代的労資関係の場合の効果は別としてペ賃金支払制度そのものと

して拡充されなかった。利潤分配金の比率の隈度，企業生産における労資の協

力関係からかえって労働者の生産支配を招くという供れなどがその発展を妨げ

た。したがって，利潤分配制度は賃金支払制度としての発展に限界を来たした

ことは否定できなも九

しかしこの制度は労働者に与えた一応の満足感を通じてベ労働者の意識に

企業利潤視点、をもたせ，労働者を従業員に転化させることにかなり成功したと

みてもよいであろ仁も Eもと資本の利潤分配制度には労資関係を企業別に再

編・安定し，企業別労務秩序を確立することが基本的な政策意図であし労働

組合も前記反対の論点のうち，より重視したのは労働者の団結に対する資本の

挑戦という点にあったのであれば，利潤分配制度の導入は，賃金支払制度その

ものよりも企業の労働者組織の分断化，企業別労務管理体制の確立，したがっ

て組合機能の包摂化をすすめたところ，すなわち労働組合対策，労務管理対策

という機能面に重要な意義があると考えなければならない。

独占段階への移行に対応して，資本の賃労働に対する支配は労資関係の企業

別縦断化(~企業内封鎖)にむけられるが，その具体的政策として利潤分配制

度の導入を考えるとき，それは労資関係の転換をみる上で重要な座標を占める

と考えねばならないであろう。

41) Dobb， Wages，邦訳， 104ベ さん

42) G. D. H. Cole， The Paymeni of Wages. p. 107 

43) 主立委員会でガス労働者 (Marsh) は一波に利潤分配制度に満足してし、る旨の証言を行なコて
いる (MI品川tesof Evid即日 takenbejore the Ro少U Commission on Labour， G叫 t "C "， 27. 

182. p. 302)。




